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第３章 温室効果ガスの排出状況 

 

１ 温室効果ガス排出量の推移 

本市の事務及び事業で排出する温室効果ガスは１２６，４０３ｔ－ＣＯ２（２０２０

年度）で、基準年度である２０１３年度（１９１，３０３ｔ－ＣＯ２）と比較すると、

約３４％の削減となっています（図表２参照）。 

特に、電力の使用に伴う排出の減少が大きく、本市が令和元年度（２０１９年度）か

ら取り組んでいる、一般廃棄物処理施設（環境工場）で発電した電力を市有施設で活用

する取組「地域エネルギー事業」の推進や、旧一般電気事業者（※１）が供給する電力に

おける温室効果ガス排出係数の低減などによって、基準年度と比べ約６０％削減しまし

た。 

※１ 旧一般電気事業者とは、平成２８年度（２０１６年度）に、電気の小売業への参入が全面自由化さ

れる前から、家庭や商店向けの電気を供給していた各地域の電力会社１０社の総称であり、本市に

おいては九州電力株式会社が該当。 

 

図表２ 熊本市の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量の推移 
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市有施設におけるエネルギーの最適化と災害に強い自立・分散型のエネルギー

システムの構築を目的として、本市が出資する地域エネルギー会社（スマートエ

ナジー熊本株式会社）と連携し、温室効果ガス排出量の削減と市有施設の防災力

の向上に取り組んでいます。 

 

① 電力供給事業 

・環境工場で発電した電力を市有施設で活用 

・削減した電力料金を基金に積み立て、家庭や事業者の省エネルギー機器の導

入等を支援 

② 大型蓄電池を活用した電力の需給調整 

・防災拠点となる市有施設に大型蓄電池を設置し、電力の需給調整を行うとと

もに、災害時の電力を確保 

③ 自営線・電気自動車等の充電設備の整備 

・地域が停電した場合でも西部環境工場で発電した電力を供給できるよう、隣 

接する防災拠点まで自営線を敷設するとともに、電気自動車等の充電設備を

整備 

④ 全庁的なエネルギーマネジメント 

・再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化など、効果的な手法の調査・検

討 

地域エネルギー事業について 
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２ エネルギー別の温室効果ガス排出状況 

エネルギー別の温室効果ガスの排出量（２０２０年度）については、廃棄物処理事

業におけるプラスチックの焼却に伴う排出が約５２％、電力の使用に伴う排出が約３

０％で、全体の約８２％を占めています。 

また、都市ガスが約４％、ＬＰガスが約２％、灯油が約２％を占めています。 

 

図表４ エネルギー別の温室効果ガス排出状況 
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３ 事務及び事業別の温室効果ガス排出状況 

事務及び事業別の温室効果ガスの排出量（２０２０年度）については、廃棄物処理事

業の排出が約５５％、上下水道事業の排出が約２６％、事務部門の排出が約１４％で、

全体の約９５％を占めています（図表５参照）。 

 

図表５ 事務及び事業別の温室効果ガス排出状況 

 

 

 ○事務部門 

  本庁舎、区役所、まちづくりセンタ

ー、学校、社会教育施設などの事務部

門においては、照明や空調などの電子

機器等で使用する電力の使用に伴う

排出が全体の約４９％を占めていま

す。また、小学校や共同調理場での給

食調理、市有施設での冷暖房等で使用

している都市ガスとＬＰガスが約３

５％、斎場で助燃材として使用してい

る灯油が約８％を占めています。 
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 ○廃棄物処理事業 

  廃棄物の収集・処理・処分を行う廃棄

物処理事業においては、廃棄物に含ま

れるプラスチックの焼却による排出が

約９２％を占めています。また、廃棄物

の焼却時に発生するメタンや一酸化二

窒素の排出が約６％、収集運搬車両の

燃料として使用している軽油、環境工

場で助燃材として使用している灯油が

ともに約１％となっています。 

  なお、廃棄物処理事業においては多

くの電力を使用しますが、廃棄物の焼却熱を利用した発電（廃棄物発電）を行い、使

用していることから、電力の使用に伴う温室効果ガスはほとんど排出されていない状

況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家庭等から排出される一般廃棄物のうち、食品廃棄物や木くず、紙ごみなどは

生物から作り出された有機性のエネルギー資源とされ、「バイオマス」と呼ばれて

います。バイオマス起源の廃棄物の焼却は、植物により大気中から一度吸収された

二酸化炭素が再び大気中に排出されるものであり、カーボンバランスは一定である

と考えられるため、ＣＯ２を排出しないものとされています。 

一方、一般廃棄物に含まれるプラスチックは、組成や汚れ等の状況から、再使用

や再生利用が困難で焼却せざるを得ないものですが、このような化石燃料由来のプ

ラスチックの焼却はＣＯ２を排出するものとみなされ、廃棄物処理に係るＣＯ2 の

排出として計上します。しかし、プラスチックの焼却に伴う発電は、焼却により排

出される熱を回収し、そのエネルギーを有効利用するもので、追加的にＣＯ２が発

生するものではないことから、その電力についてはＣＯ２を排出しないものとみな

されます。 

 廃棄物発電におけるＣＯ２排出について 
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 ○上下水道事業 

  水源地や配水池、送水場、浄化セン

ター、ポンプ場など、多くの施設を抱

える上下水道事業においては、電力の

使用に伴う排出が全体の約８２％を

占めています。また、下水処理の過程

で発生するメタンや一酸化二窒素の

排出が約１８％となっています。 

 

 

 

 ○病院事業 

熊本市民病院、熊本市民病院附属芳

野診療所、熊本市立植木病院を運営す

る病院事業においては、電力の使用に

伴う排出が全体の約５４％を占めて

います。また、暖房やボイラーの燃料

に使用する都市ガスやＡ重油がそれ

ぞれ２４％、２２％となっています。 

 

 

 

 

 ○交通事業 

  熊本市電を運営する交通事業におい

ては、電力の使用に伴う排出が全体の

９８％を占めています。その他、車両の

燃料として使用するガソリン、軽油が

ともに約１％となっています。 
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図表６ ２０２０年度における各事務及び事業のエネルギー別温室効果ガス排出状況 

 

 

  


